
特定非営利活動法人
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特定非営斥戦諸動濃人ぶ どうのいえ定款

第 1_薫 総 員鷲

(名 称)

第 1条 この法人まま、特定非営利活動法人ぶどうのしヽえという。
(事務所)

第2条 この法人は、事務所を東京都文京涎弥生一丁目3番 12号をこ置く。
(目 的)

第 3条 この法人は、1保健 や医療又‡ま福祉の増進を閑る活動」の一環として、医療機関‡こ

検診・医療・入院の目的で、病気の幼児、児童‡こ織き添い又は介穫等のため簿在

する母親、家族等:こ抵簾なる費用で滞在できるよう「滞在施設」を提供すること:こ

より、病気の子ども達と家族の福祉に寄与することを目釣とする。
(特定非営示種活動の種類)

第4条 この法人は、前条の目的を達成するため、次をこ掲げる事業を行う。

① 保健、医療又!ま福祉妙増進を図る活動

② 子どもの健全育成を図る活動
③ 上記の関連する活動を行なう団体の運営またまま活動‡こ関する連絡、動言又は

援助の活動
(事業の種類)

第5条 この法人まま、第 3条の日的を藍成するため、特定非営利活動!こ係る事業として次
・

の事業を行う。
の 難病等の子ども達と家族の蒲在施設ぷどうのいえの管理・運営に関する事業

② 難病等の子ども達と家族の現状につしヽて、広く轟民に理解を求める広報活動
に関する事業

③ 難病等の子ども1:菱 と家族に対する援助・支援購動‡こ関する事業

④ この法人の目的達成のために必要な活動:こ関する事業

第 2章  運 営 会 量

〈運営会員)

第 6条 運営会員は、この法人の目的に賛同し、事業運営に積極的に参力露協力する個人又

‡ま爾体とする。
2 この法人は、運営会員をもって特定非営利活動健進法(以下「拡」という)上の社

員とする。
3 運営会員の規則は、理事会の議決を経て、「運営会員規則」を別途定める。

(入 会)

第 7条 運営会員として入会しようとする者は、入会申込書を理事晨:こ提轟し、理事会の

承認を得ることによつて入会することができる。



2 運営会員は、入会:こ 当たって、別に定める学会費を納めな!ナればならない。
3 理事会は、入会申込者が第 3条‡こ定めるこの法人の議的に賛同し、第4条ななび

に第懸条をこ定める活動及び事業運営に協力することができる者と認められるとき
は、正当な瑾曲のなしヽ経り、入会を認めるものとする。

4 理事会が入会を不承認とした場合は、
1理

由を付した書面をもって、速やかに本人
:こ脅の旨を通無しなければならない。

(遇 会)

第 8条 退会しようとする者は、退会届を提出することによって、任意に退会できる。
(昧 名)

第 9粂 運営会員が次りしず れかに該選するときは、理事会の議決を経て、これを除名す
ることができ儀,

⑪ 法令、本法人の定款または競期に違反したとき

の 本法人の基誉を駿機臥 またまま本会の購的に反する行為をしたとき
2 前項の規定により運営会員を除島しようとする場合には、議決の前に当該選

営会員に弁霧の1議会を与えなければならない。
(運営会員の資格の要失)

第 10条 運営会員が次の各号の一:こ該当したとき1棋、その資機を喪失する。
9本人が還会の意思を表現したとき

0本人が死亡し、著しくまま失鍮宣告をうけ、又|ま法人その他の団体にあつて,ま、
解散したとき

◎ 2年を超えて会費を滞繰したとき
④ 除墓されたとき

第 3章 役 員

〈役員の種類および定数)

第 11条 この法人に、次の役員を置く。

③ 理事   11亀 以上

の 監事   2峯
2 瑾事長 1名及び欝理事長 2名以上は、理事が互進する。

(役員の選任等)

第 12条 理事及び監事は、運営会員の中から総会で運儀する。
2 法 (平成 10年法律 7号)第 20条各号‡こ掲げる欠格事議のいずれかに該当す

る者は、こ鍮法人鈴役員になることができない。
3 役員のうちには、それぞれの役員について、その難偶者著しくは三親等以内の

規族が 1名 を超えて含まれることになってままならない。

(監事の兼機禁止》

第 18条 監率は、理事又はこの法人の機員を兼ねてはならない。

(役員の任錮)

第 14条 役員の盤難は、2年とする。ただし、再任を妨げない。
2 禰欠のため又は増員‡こより選儀された役員の任蟻は、始れぞれの前盤着又は他の

在儀者の残存期間とする。
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3 役員は、任期満了の後においても、後任着が就任するまでは、なおその機務を行

うものとす・る。
(役員の欠員補充)

第 15条 理事又まま監事¨ ち、辞畿または解任:こ よりその定数の3分の1を超える者が欠
をすたときまま、遅滞なくこれを:補充しな‡すればならない。

(理事の機務)

第 16条 理事長は、この法人をft表 し、その業務を経轄する。
2 轟撃瑾事長は、理事長を機佐し、理事長が事故あるとき、または理事長が欠けたと

き!ま、理事会であらかじめ定めた1:質序によりその機務を代行する。
3 理事|ま理事会を構成し、この定款の定め、総会および理事会の議決に基づき、本

法人の業務を執行する。ただし日常の経易な業務をま還事長が専決し、これを理事

会に報告するものとする。
(理事会の機能)

第 17条 理事会まま、定款に別に定める事項のほか、次の事項を議決する。
① 総会:こ付議すべき事項

⑫ 総会の議決した事項の執行に関する事項
③ 事務局の組織‐及び運営に関す各事項

① 議規定の制定及び改廃に関する事項

◎ その他総会総議決を要しない業務の執行:こ関する事項

(理事会の確集)

第 18条 理事会は、理事長がこれを擢集する。
2 定例理事会は、少なくとも毎年 3国以上燿集する。
3 瞳時会まま、次|こ掲げる場合に揺集する。

① 理事長が必要と認めたとき

② 理事総数の4分の1以上又‡ま監事から会議の日的事項を記載した書面をも
って招集の請求があったとき

4 前項第 2号の場合に‡ま、理事長まま、その講求のあつた日から1週間以内に理事会
を擦集しなければならない。

5 理事会を権集するときは、あ心かじめ書面により、会議の日時、場所及び目的事

項を通爆するものとする。ただし、緊急の場合まま、この限りでない。

(理事会の議事)

第 19条 理事会の議長は、理事長がこれ:こあたる。
2 理事会は、理事の総数銹 分の2以上の出席がなければ、議事を開き、議決する

こと邊まできない。
S やむを得ない事由のため理事会‡こ鐵鷹できない理事|ま、あらかじめ逓如された事

項につき書爾をもって表決し、又は他の理事を代理人として表決を委低すること

ができる。
4 繭項の規定により表決した理事は、第2顕及び次項の規定の適用につき、これを

出驚したものとみなす。
5 理事会の議事‡ま、轟鷹した理事の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長

の決するところによる。
6 前項の議決‡こつき特別の利害蘭係を有する理事は、その機換:こ参葬諷することがで

きない。
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(理事会の議議

第 20条 理事会の議事について‡ま、次の事項を記載した議事録を作成するものとする。
① 澤時及び場所
② 理事総数、銀席者数及び出席者の民名〈書面表鉄者及び表決委任者につしヽて

まま、ぐの旨を付議する。)

③ 付議事項

④ 議事の経過の機要及び結果

◎ 議事録署名人の選任lこ関する事項
2 議事録‡こは、議長λびその理事会において選任された議事録署名人2名以上が署

集し又‡ま記名押印する。
(監事の戦務)

第 21条 監事ξま、次:こ掲げる1職務をおこなう。
① 理事の職務執行の状況を監査すること。
② この法人の財麗状況を強査すること。
③ 前2号の規定による監査の結果、この法人の業務又!ま財産に築し不正の行

為スは法令若しく!ま定款に違反する菫大な事実があ患ことを発見した場合
:豪ま、これを総会又は所轄庁に報告すること。

④ 講号の報告をするため|こ必要がある場合:こは、総会を擦集すること。
⑤ 理事の業務執行の状況又‡まこの法人の財産の状況:こつしヽて理事をこ意見を述

べること。
(役員の解健)

第 22条 次の各号の一に該当する緋合:こは、理事の場合は理事会の議決により、監事鍛場

合‡ま総会の議決によりこれを解任することができる。
① 心身の教障のために職務の遂行:こ堪えないと認められた曇寺

② 職機上の義務違反、その他役員たる!こ通しない非行があったとき
2 前項の規定により役員を解任しようとする場合に‡ま、誰決の前に、当該役員に弁

明の機会を与えなければならない。
(報動等)

第 23条
2

3

(事務局 )

第 24条
2

3

第4章  運営総会

(総会の構成)

第 25条 総会,ま運営会員をもって構成する。各運営会員の表決権は、平等なものとする。

この法人の役員ままその総数i3分の 1以下の範囲内で報鋼を受‡すること浄ミできる。

役員:こは、その1職務を執行するため:こ要した費用の弁済を受けることができる。

前 2項‡こ関し、必要な事項‡ま総会の議決を得て、理事長が男:11こ定あるよ

こ0法人に事務局を置き、事務局‡こξま、事務局長 1名及び必要な職員を置く。

事務局長は、理事長の強督を受け、職員を指揮して、この法人鍛業務を処理する。

事務局長及び職員の任命は、理事長がこれを行なう。ただし、事務局長の任免に

ついて,ま、理事会の承認を要する。
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(総会の権能)

第 2の 条 総会!ま、次の事項を議決する。

① 定款の変更

◎ 解散及び合併
③ 事業計画及び予算並びに輸の変更

④ 事業報告及び決算
⑤ 役員の機縫晨び監事の解任
③ 役員の機務及び報醐
⑦ 資産の管理の方法

◎ 借入金 (その事業年度内の収益をもって僕還する短期借入金を除く。第41
:条‡こおいて同じ。)その他新たな義務の角握及び権利の放棄

◎ その他事業の運営に関する重要事項

(総会の擢集)

第 27条 総会は、本条第3項第 3号の場合を除き、理事長が擢集する。
2 通常総会は、毎年 1回、毎事業年度終了後 3ヵ 月以内に擢集する。
3 臨時総会は、次に掲げる場合:こ燿集する。

① 理事会が必要と認めたとき

② 運営会員総数の5分の1以上から会議の目的事項を記載した書面をもって

機集の講求があったとき

③ 監事が第21条第4号の規定:こ基づいて櫂集するとき
4 前項第2号の場合:こは、理事長!ま、その請求のあつた日から4週間以内に総会を

蠅集しなければならない。
5 総会を招集するときは、開催の国の5躍 前までに書面:こ より、会議の日時、場所

及び目的事項を通知するものとする。

(総会の議事)

第 28条 総会の議長は、理事長がこれ!こ あたる。
2 総会は、運営会員総数の2分の 1以上出席がなをすれば、議事を開き議決すること

ができない。
3 やむを得ない事由のため総会:こ出鷹できない運営会員は、あらかじめ通知された

事項につき書画をもって表決し、又は機の運営会員を代理人として表決を委任す

ることができる。
4 前項の規定をこより表決した運営会員は、第 2項及び次項の規定の適用につきこ

れを出席したものとみなす。
5 総会の議事は、定験に別|こ定めのある場合を除き、出薦した運営会員の過半数

をもって決臥 可否同数のときは、議長の決するところ:こ よる。

6 前項の議決つき特霧:1の利害関係を有する運営会員は、そり議決:こ参力預すること

ができない。
(総会の議事録)

第 29条 総会の議事lこついては、次の事項を記載した議事録を作成するものとする。

の 日時及び場所

の 運営会員総数、出席者数及び出席者の氏名 (書爾表決者及び表決委任者:こ

ついては、その旨を付議する。)

③ 付議事項

5



④ 議事の経過の機要及び結果
⑤ 議事録署峯人の選任に関する事項

2 議事録‡こまま、議彙及びその絵会‡こおいて選任された聰 1署名人2名以上が署名
じ又‡ま露名押申する。

第 5章 資産及び会議

(資量の構成)

第 30条 この法人の資産はξ次!こ掲げるものをもって1構‐成する。
O 設立塞初の財菫露録:こ議載された資麓

② 会費

③ 事業!こ伴う収益
① 補助金収益

0 財麓か毎生じる収益

③ 寄付金轟

⑦ その他の収益
《資産の管理)

第 3量 条 こ参法人の資産は、理事長が管理し、そ鍛方法鐘、総会の機籍を得て、露磐なこ定め

る。
(会計の原則)

第 32条 この法人の会計をま、法第27条各号に掲ど櫂原則:こ従って、行われな‡すればなら

ない。
(会計区分)

第 33条 この法人の会計は、特定非鸞利活動に保る事業会議のみとする。

(事業年度)

第34条 この法人の事業年度は、毎年 1月 1闘 |こ始まり、その年の12月 81購 ‡こ終わる。

繹 業計画および予算)

第 35条 この法人の事業計画及びこれをこ伴う予算『ま、毎事業年度開始繭|こ理事長が作成し、

総会の議決を経なければな義ない。
(暫定予算)

第 36条 欝条の規定にかかわらず、やむを得ない事曲まこより予算が成立しないとき:ま理

事長は、理事会の議決を経て予算成立の目まで、前事業年度鍛予算‡こ準じ収益

費躍々講じること力武できる。
2 前覆の収益費用は、予算成立したときは、当譲予算‡こ基づく収益費用とみなす。

(予算の補正)

第37条 予算成立後にやむを得なしヽ事曲が生じたときは、総会の議決を経て、既定の予算

‡こ選力猥その他の変更を加え各ことができる。

(事業報告および決算)

第 38条 この法人の事業報告書、活動計算書、費借対懇表及び財麓圏録等決算‡こ襲する書

類は、毎事業年度終了後速やか雄瑾事長が作成しξ監事の難査を受け、絶会妙議

決を経なけれ!ボならなりヽ。
2 決算上剰余金を生じたときは、次事業年度:こ繰り議すも参とする。
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《臨機の措置)

第 39条 予算をもって定幅 もののほか、借入金の結入その他新たな義務の負担をし又

は権利の議棄をしようとするときは、総会の議装を経な:すればならない。

舞 0薫 定歎の変更

(定;款|の変更)              :         ・

第 4o条 この法人カミ定歌を変更しようとするときは1‐議会‡こ畿臓した運営会量の4分の 3

以上の議決を経なければならないぉかつ、法25条第3項 !駐規定す鶴事項につし`

ては、所轄庁の認証を得なけれ畿 わない。一‐       ・

2 この法人の定歌を変更鑢 覆Φ規定単こより所轄庁の轟識を得な|す.ればならなしヽ事

項を除く。)したをき]ま、所:籍庁:こ扇毅轟なけ
―‐ればななない。

篇『 章 解散及び合́併

(解 散)

第 41条

ヽ

‥
，

・
　
　
　
、

　

　

ィ

2

(精算入》

第 42条

(合 併)

第 43条
2

この法人は、次ξこ掲げる事由によつて解散する。

① 総会の決議
② 霧的とする特定非営利活動‡こ係る事業の成功の不能

③ 運営会員の欠乏

④ 合併
⑤ 醸麓手続開始0決定

⑤ 所轄庁ζこよる設立の議離の取騨し

第 1項第2号の事繭により解散するとき意ま、所轄庁の議定を受!すなければならな

い 。

この法人が解散したときまま、理事が精算人となる。

この法人|ま、他の特定非営利鸞動法人と合併することができ鶴。

この法人が合併しようとす儀とき‡ま、総会:こ臨驚した運営会員の4命の 8以上Φ

多数:こ よる議決を経るととも:こ、所轄庁鍵繋議を受をすなければならなし`c

纂念章  雑 震電

《公告の方法)

第 44条 この法人の公告は、特定非営利活動法人暮どう0いえの場示揚‡こ掲示するととも

に、富報‡こ掲載して行う。ただし、法28条の2第一項‡こ規定する貸警対饉表の

公示‡こっぃては、こめ法人のホームページをこおいて行う。

崎
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(総 則)

｀ 第感条 1定款1赫鼈行に
1関

して必要な鶏難:ま、理事会の議決を経て、理
‐
事長が期に定める。

・
               ・

  I:            ・
      .                       、      |

則
1 この定款意ま、法人の成立鑢 から筵行する。
2 この法人の設立醸機の後量は、|‐鸞嚢あとおりとする。
3 こ仰濃人の設立当初の役員の任期:ま、第 14条第 1項の規定にかかわらずこの

経人の成立の爾から2006年 12月 81日 までとする。
4.=こ の議人鍮設立婆初の事業年度は(第 34条の規定|こかかわらず、この法人の

成立鍮艤から2000年 12月 3,1糠 までとするな  ・・1 1
5 この法人の設立当初鈴事業計爾及び収支1予算は、第35薬の「規定にかかわらず、

:設
1立総会C颯糠めるところ:こ よる。1   1      ‐ 「

6 この法人の1般‐立当初の会費はヽ第 61条第 2嚢の規定‡こかかわらず、次:こ掲げる

額とする。
● 個人会長 年額  3,000購 以上

② 法人会員 年額 15‐0,00◎爾以上
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霧11表

理  事

理 事 長

営務理事

常海理事

大 燿 喜 道

糧 内   曜

金 井 摯 子

太 圏 博 之

大 緩   廣

佐 藤 武 雄

園 申  宏

竹 羹   銀

多 鰯 威 夫

爾 ∫:: 豊 量

南   良 夫

奮 鋳 誠 也

霧 巻   畿

穣 倉 菫 義
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卸知年メ月7 響

以上は業法人の定款に機違謗 ません。

東京都文京区弥生一丁目3番 12号

特定葬営利活動法人 ぶどうのいえ

理事  大 購   慶


